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現在、ケーブルの送電容量は、日本電線工業会規格[1]

（以下従来手法）に基づき導体損失より発生した熱が
地中や地上へ放散した結果、到達するケーブル導体
温度を算出して求めている。しかし、導体温度が定常
状態に到達するには、ケーブルや土壌の熱容量によ
りある程度の時間遅れが発生し、負荷変動が大きい
場合にはケーブル導体温度が算定した温度よりも低
いケースが存在する。そこで、名古屋市内の変電所
において実線路の負荷パターンを測定して代表パタ
ーンを選定し、それを模擬線路に供試して各部の温度
を求め、従来手法による計算値（以下従来計算値）と
比較を行った。さらに、従来手法が土壌の熱容量しか
考慮していないことに着目し、ケーブル熱容量を反映
した変動負荷に対する送電容量計算手法を検討した。

実線路の負荷パターン測定結果を基に模擬ケーブ
ル線路にて通電試験を行い、導体部の温度を測定す
るとともに従来手法による計算値との比較を行った。
従来手法の概要を第1図に示す。試験は、負荷電流に
よる平均損失と最大損失の割合を示す損失率［2］(Lf)を
1.0、0.71(負荷パターン1)、0.45(負荷パターン2)と
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して実施した。模擬ケーブル諸元を第1表、供試した
負荷パターンを第2図、試験結果を第3図に示す。第3
図は導体温度上昇値に関する実測値と従来計算値と
の比較を示したもので、同図より損失率が小さくな
るにつれて実測値と従来計算値との差は次第に大き
くなる傾向を示した。また、当該傾向では導体サイズ
の影響は軽微であった。
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としてCパターンを選定した。ここで、B2、B3、
B10パターンは継続する負荷ピーク時間を2、3、10
時間としたものである。第6図に負荷パターン例を、
第7図に計算結果を示す。
同図より、負荷変動のなだらかなAパターンやB10

パターンでは簡易計算値と従来計算値とがほぼ一致
した。これに対し、負荷ピークの継続時間が短いパタ
ーン2やB1パターンは簡易計算値と従来計算値とに
差がみられた。これらより、損失率が同一であっても
負荷パターンの形状により導体温度上昇値が異なる
ことがわかった。また、負荷ピークの継続時間が比較
的長く続くAパターン等では導体温度上昇値はケーブ
ル熱容量の影響を受けないことが推察される。

今回検討した手法による計算精度の向上により、損
失率が小さく(例えばLf＝0.45程度)、負荷ピーク継続
時間が短いケーブル線路（例えば地下鉄へ供給するケ
ーブル線路等）は、従来手法での送電容量計算値より
増容量化が期待できる。
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実測値と従来計算値との差がどの部位で顕著であ
るかを確認するため、各部位毎に実測値と従来計算
値を比較した。その結果、土壌部は実測値と従来計
算値はほぼ一致するのに対し、ケーブル部は従来計
算値が実測値よりも高い値を示すことがわかった。
これは、従来手法では考慮していないケーブル熱容
量が計算結果に影響を与えていると考えられる。そ
こで簡易計算では土壌部の温度計算は従来手法を用
い、ケーブル部は熱容量を考慮した過渡計算を実施
することとした。簡易計算手法の概要を第4図に示す。
簡易計算手法では、土壌部の温度上昇は従来手法

と同様に土壌部全熱抵抗R2に平均発熱量Wave［＝Lf×
Wmax(最大損失)]を乗じて求め、ケーブル部はケーブル
熱抵抗R1とケーブル熱容量C1とによる一段熱等価回
路にて負荷変動に対応した計算を行った。第5図に負
荷パターン2(Lf＝0.45)における簡易計算手法による
計算値（以下簡易計算値）と従来計算値との比較を示
す。同図より、当該負荷パターンにおいて簡易計算値
はほぼ実測値と一致(≒1.0)する結果が得られた。こ
れにより、簡易計算手法は変動の大きい負荷について
も精度よく導体温度を推定できることがわかった。

負荷パターンが導体温度に与える影響についてさ
らに検討を行うため、同一損失率において負荷パタ
ーン形状を変化させた時の導体温度上昇値について
簡易計算手法および従来手法にて計算を行った。計
算では基準パターンを負荷パターン2(Lf＝0.45)とし、
負荷がなだらかに変化するパターンとしてAパター
ン、負荷ピークの継続時間が短いパターンとしてB1
パターン、負荷ピークが断続的に連続するパターン


